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特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
生き方としてのニュー・エコノミー
千葉大学法経学部教授　　
秋元　英一
１．ニュー・エコノミーの歴史的位置
　アメリカの経済史を振り返ってみると、経済発展の構造変化の時点で「新し
い経済」とか、「新しい産業」とかいう言葉がしばしば使われている。たとえば、
かの「繁栄の 10年」と言われた 1920年代の終わりに、フーヴァー大統領の
失業諮問会議が最近の経済的変化についての大部の報告書をまとめている。そ
こでは、以下のような指摘がされている。
　「[この間における ]はるかに興味深く、重要な発展は新しい産業と新しい職
業の興隆である。というのは、われわれが当面する産業問題についての部分的
な解答は、これら新産業が形成されてきた生産方法の特徴の中にこそ求めるべ
きだからである。自動車と航空機といった新産業の一部は、旧来の産業や職業
の上に作り上げられており、その延長線上にあるからだ。電機産業のような、
その他の産業は旧来の産業や職業の上に主としては依拠しながらも、われわれ
が事実上新しい職業と呼んでいるこれら旧産業の多くの派生形や改良版から発
展してきたのである。……しかも、それらのすべては、近代的な産業方法の影
響を受けている。これらの新産業のいくつかの規模はまことに印象的である」。
さらに報告は、熟練普及が拡大した結果として、労働者１人あたり資本投資額
がきわめて大きく、ときには 10倍にも増加したと指摘している。 この新型製
造業製品のキーワードは、標準化、単純化、そして互換性である。「通信の技術」
にかんしては、「郵便サービス、電信、電話、そしてラジオ・システムの発展
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は、すべての産業に対して非常な加速的影響を及ぼしてきた」。これらの製品は、
自力で製造されたばかりでなく、その他の産業の変容を大きく助けたのである。
　報告はさらに、こう付け加えている。「現代の産業は、したがって、二通り
の方法で発展する。第一は、旧産業の成長と拡大によってであり、第二には、まっ
たく新しい産業の発展によって、新製品を産出することによってである」。旧
産業においても、手工的方法をあまり使わずに、熟練のより大きな普及によっ
ても可能であった。１人あたり産出がたえず増加するにつれ、このことは、時
間節約的な装置の導入によってもたらされる諸変化と結びついて、景気循環と
は明瞭な関係のない失業を引き起こす傾向がある。「技術的失業」という用語
はこの時期にすでに用いられていた。行論との関係で注意すべきは、これら新
産業における生産性の急速な上昇が、1920年代には労働者の数を減少させる
効果があり、経済構造が過剰労働力を容易に生み出す形に変容していたという
ことである。
　1980年代になると、経済学者のあいだでアメリカが新しい経済段階に到達
したとの見方が広がった。それは、サービス・セクターが支配的となることで
特徴づけられる。広義のサービス・セクターは 1986年に GDPの 79.8％を占
め、世界最大となった。同時に、アメリカ経済における外国貿易の比重も拡大
した。この時期のアメリカ製造業のキーワードは、「非工業化」である。ただし、
この時期には、経済グローバル化と非工業化とは必ずしも明瞭に結びつけられ
てはいなかった。各国とも、サービス経済化を個別に受け入れていたのである。
　そして現在は、われわれはグローバル化の大波に直面している。そして、こ
の波を乗り切るのに必要な適切な櫓がニュー・エコノミーによって与えられよ
う。すなわち、ニュー・エコノミーとグローバリゼーションと情報技術（IT）
とは、今日の事態を理解するに必須な基本的三角形である。
　IMFの『世界経済概観』の 1997年版によると、「グローバリゼーションとは、
国境を越えるさまざまな財貨サービスの取引、国際的な資本の流れを通じて、
さらにはテクノロジーのより急速にして広汎な普及を通じて、世界中の国々が
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
121
相互依存をますます強めていく状態を言う」。トマス・フリードマンは、1989
年を境に、第二次大戦の戦後期を二つに分け、それ以前が「冷戦システム」 で
あり、その後がグローバリゼーション・システムの時期であるとした。経済史
家のテミンは、グローバリゼーションの歴史をもう少し広くとり、最初のグロー
バリゼーションが 19・20世紀転換期、つまり、帝国主義の時代であり、第二
が第二次大戦後の始まると見た。われわれは、テミンの歴史の見方にしたがっ
たうえで、第二次大戦・戦後期を４つの時期に分けて考えたい。
　1）第一期は、マーシャル・プランが開始されることにより、ヨーロッパ諸
国が互いに協力を余儀なくされ、経済再建を自らの手で行わざるを得なくなっ
た時期である。このプランによる商品と通貨の大西洋を横断する取引がアメリ
カとヨーロッパを経済的に結びつけ、「大西洋経済」を生み出した。
　2）第二に、GATTや IMFのような戦後国際機構が世界貿易を自由化する
について果たした役割を評価したい。アジア諸国や日本はもっとも大きな受益
者であると言える。同時に、冷戦下で、資本主義大国アメリカや社会主義大国
ソ連が経済システムの優秀さを競うきびしい競争を展開したことにも注意した
い。両方のモデルとも、開発途上国にとっての有意なモデルたり得たのである。
　3）第三に、1970年代には２度のオイルショックが世界をおそい、その結果、
アメリカや経済大国は戦後の IMF体制を特徴づけた固定為替相場制を最終的
に廃止し、新たな変動相場制を採用するに至った。この時以降、通貨としての
「マネー」が市場商品として流通し、OPEC諸国は、海外投資にまわすべき多
額の資本増加に見舞われた。それは、結局ヨーロッパに投資され、ユーロダラー
誕生の有力な原因となった。そして、それとともに、世界金融市場が形成され、
1970年代のジョージ・ソロスの言う「グローバル資本主義の真の登場」を画
した。1980年代のレーガノミックスやサッチャリズムが劇的な資本市場の規
制撤廃によって、この新しい傾向を支持した。
　４）しかしながら、1989年のベルリンの壁崩壊と、それに続く、ソ連邦お
よび東ヨーロッパ社会主義体制の崩壊によって究極的にグローバリゼーション
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―ニュー・エコノミー― IT革命の三角形が開花することになった。世界市場
はかつてないほど地理的に拡大し、社会主義は開発途上国のモデルとしては消
滅した。ロシアと中国は、猛烈な勢いで経済を自由化の方向に移行させようと
努力した。
２．ニュー・エコノミーの定義
　第二次大戦後のグローバリゼーションの特徴は、グローバリゼーションと情
報技術革命の同時進行にある。新しい技術は、世界経済と各国国内経済に対し
てとてつもない影響を与えたからである。グローバリゼーションは、GDPあ
たりの外国貿易のシェア（アメリカの場合、1950年代には５％前後、2000年
には、26％）、FDI（外国直接投資）、移民数、国際資本市場における企業の資
金調達のシェアによって測られる。ニュー・エコノミーのみならず、グローバ
リゼーションの面でもアメリカが世界をリードしている。
　むろん、現在のグローバリゼーションは過去におけるグローバル化傾向の最
終局面だと定義されるが、この点においてユニークである。われわれはいまや、
より一層統合された市場をもち、金持ちと貧困者（国々も人々も）のあいだの
格差が拡大し、インフレーションの逆転、物価の低下、そしてデフレ的な傾向
を眼前にしている。世界的投資家にとって、福祉国家は高いコストと多くの規
制を意味し、歓迎されるものとはいえない。さらに、われわれは経済政策の多
くの領域において政府の役割の後退を観察している。多くの諸国において、基
幹産業が民営化され、労働市場はよりフレキシブルになり、雇用する側は労働
力をはるかに容易に削減することができる（リストラ）。このことは、雇用さ
れる側の労働者にとって競争の激化を意味し、そのため、労働者の立場は弱ま
り、労働時間が長くなり、労働者の地位が不安定となる。アメリカでは、株式
市場がよりオープンなものとなり、中産階級のより多くの人々が個別退職勘定
やストック・オプションの形を通じて、株式市場にコミットせざるを得なくなっ
ている。
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　もっとも単純化して言えば、ニュー・エコノミーとはネットワークとコン
ピューター化により勢いをつけられた、知識をベースにした経済である。グロー
バリゼーションに直面して、各国はそれに適応するか、あるいは、そこから自
らを隔離するかの選択を迫られる。ニュー・エコノミーにとって、グローバリ
ゼーションは不可欠の要素である。人によっては、「オールド・エコノミー」は、
ニュー・エコノミーと対照的な産業セクター群だと捉える場合もある。オール
ド・エコノミーの定義は、歴史上で変化してきた。とりあえずは、現在言うと
ころのオールド・エコノミーの中味は、OECD諸国の戦後経済成長をリード
してきた大量生産の製造業であると定義してよいだろう。アメリカの商務省は、
IT供給産業群（ニュー・エコノミーのコア）を以下のように定義している。
　「IT供給産業は経済全体の８～９パーセントを占め、この国の年間 GDP成
長率平均 4.6%のうちの 1.4％を供給した」。
　では、ニュー・エコノミーのもとで、われわれの労働と生活にどのような種
類の変化が出現するのだろうか？
　原理的には、企業間の競争がこれまでにないほど激化するので、われわれの
生活のペースがやはりこれまでにないほど、スピードアップする。そこで、伊
藤洋一はニュー・エコノミーのことを「スピードの経済」と呼んだ。毎日の情
報技術の進歩はまた、技術革新のスピードをも速める。ロバート・ライシュ
は、ニュー・エコノミーのもとでのわれわれの生活の変化の真の様相を叙述し
ている。われわれの大半は物質的には、四半世紀前よりは良い暮らしをしてい
る。しかしながら、いろいろな指標をとっても、以前よりもわれわれはいまや
長時間、より懸命に働いており、われわれが非労働生活に残された時間とエネ
ルギーは減り続けている。
　通信、輸送、そして情報処理面において、1980年代および 1990年代には
ずみをつけた新たなテクノロジーはいまや、がむしゃらなスピードで競いあっ
ている。より良い、より優れたやり方を見つけるのは、以前よりも簡単になり、
どこからでも、ただちにさらに良いやり方に転換することがわれわれにとって
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許容されている。これらのテクノロジーは売り手のあいだの競争を急激に鋭く
し、それによってさらなる技術革新の新たな猛烈な波が引き起こされる。生き
残るには、すべての組織は劇的に、かつたえず改善し続けなくてはならない―
―コストを削減し、付加価値をつけ、新製品を創造しつつ――のである。この
暄騒の結果は、より高い生産性の実現、すなわち、いろいろな側面から見てよ
り良く、より速く、より安価な製品とサービスの実現である。
　ここで、ジョージ・ソロスの議論、すなわち、「グローバル化した社会は身
動きできなくなった個人の帰属したい欲求を決して満足させることができな
い」という主張を引用しておくのがいいだろう。というのも、彼はグローバル
化した社会は「コミュニティにはなり得ないからだ。それは、コミュニティと
なるには、あまりにも大きく、あまりにも変化に富みすぎている。あまりにも
多くの異なる文化と伝統を抱えているからである。コミュニティへの帰属を求
める人々は、どこかほかにそれを求めなくてはならない。グローバル化した社
会はつねに、なんらか抽象的な、普遍的な理念にとどまるのである」。このこ
とは、現在の世界であまりにも多くのファンダメンタリスト的なイデオロギー
が繁茂しているかについて、多少の説明を可能にする。
３．ニュー・エコノミーの構成要件
　ニュー・エコノミーの諸原理の１つは、選択の幅が広がっており、買い手が
より良い取引に切り替え、それを獲得することがますますたやすくなっている
ことにある。第二の原理は、したがって、そのような選択の広がりと切り替え
の容易さがすべての売り手に対してより安定的でなくなり、競争者に対して脆
弱となることにある。オールド・エコノミーの時代には、ある種の商品サービ
スが市場を席巻している時期は、一般的に長期であり、市場は安定的であった。
政府の規制や寡占的市場構造のせいである。しかしながら、ニュ ・ーエコノミー
のもとでは、新種の商品サービスは、長期にわたって市場を支配することはで
きない。勝利をおさめることになる競争者は、信頼できる商標による媒介によっ
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て、非常にすばやくより安い価格とより高い価値を実現できるからである。し
かし、「勝利」は一時的であり、レースは終わったわけではない。われわれは、
技術革新の爆発を目撃しており、それによって、より良い製品とサービスが現
われる。その結果、生産性は上昇し、インフレーションは緩やかなものになる。
買い手はより安い価格とより良い価値を享受できる。
　市場に長く居座りたければ、企業家にとって、才能やアイディアや創造力が
つねに必須である。リチャード・フロリダは、彼の『創造的階級の逃避』とい
う本の中で、郊外の住宅、自動車、そして家族といった「古い夢」から、労働
自体が満足させるべき、人々のアイディアという「新しい夢」とを区別すべき
だと述べている。今日では、「ますます多くの人々がこの新しい夢の中で生活
している。高い報酬を約束された仕事に従事し、それは挑戦的であり、彼らが
それを気に入っている夢である」。なかでも、彼は、「新しい人々、新しいアイ
ディア、そして新しい夢」に対する開放性が、新たな才能を見出す旅の開始点
になる点を強調する。フロリダの経済発展についての定式は、三つのＴ、すな
わち、テクノロジー、タレント、トレランス（寛容）よりなる。われわれはす
でにテクノロジーとタレントについては述べてきた。では、寛容についてはど
うか？なぜわれわれはそれを必要とするのか？彼は、「一方における移民、芸
術家、ゲイ、ボヘミアン、そして、社会経済的、かつ人種的統合と、他方にお
ける高度な質の経済成長を経験している場所とのあいだに、強力な相関関係が
ある」ことを見出す。「そのような場所は、彼ら自身の人々のより広汎な範囲
の創造力を引き出すことと、人の流入の中から不均等的なシェアを獲得するこ
との両者において、経済的優位をもつ」。
　もともとアメリカ合衆国は、他の諸国に比べて、世界中から数百万人の移民
を吸収してきた点において、優位を保ってきた。1965年の移民法以後におい
てさえ、人口に占める移民のシェアは 1970年の 4.7％から 2000年の 10.4％
にまで増大した。アメリカに住む移民数は、1970年の 1000万人から 2000年
の 3110万人へと過去 30年間に３倍となった。サミュエル・ハンチントンの
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議論とは裏腹に、この移民の第三の波は、その構成における熟練労働者の豊富
さによってこれまでの波と区別される。しかしながら、９・11以降、ビザ（査
証）取得のプロセスは遅滞が激しく、許可されたビザの総数は 630万人から
370万人へと 40％も減少している。学生ビザの申請数も同時期に 10万人ほど
減少した。「高熟練ビザ」の拒否率は、2001年と 2003年のあいだに 9.5％か
ら 17.8％へと増加した。科学・工学分野の外国人学生在籍数は 1990年代半ば
以降、一貫して減少している。2001年の愛国者法、および 2002年の境界安全・
ビザ改革法とが単科大学や大学の外国人学生受け入れ能力に大きな影響を及ぼ
したのである。ビジネス・トラベルビザの拒否または遅滞によって、アメリカ
の中小、大企業は数百万ドルの損失をこうむっていると推定される。９・11
以降、タレントをめぐるグローバル競争においてアメリカの優位は急速に縮小
しつつある。こうしたことが、ちょうどニュー・エコノミーが生き方となりつ
つあり、だれひとりとしてその状況から逃れられない時期に起きているのであ
る。
４．中産階級社会から分極化された社会へ？
　労働者の観点からすると、ニュー・エコノミーにおいて仕事の安定がますま
す不確かなものになりつつあることに注意する必要がある。おそらく「完全雇
用」という言葉は伝統的な福祉国家におけるほどは、決定的に重要とはならな
いであろう。というのも、雇用がきわめて多様化し、非正規や非正常な労働者
が急速に増大しているからである。労働市場のフレキシビリティが拡大すると、
家族内部でも労働のパターンが変化してしまう。社会学者マニュエル・カステ
ルによると、「英国の研究者、P．ヒューイットは労働方式とスケジュールの
多様化の進展にふれ、現在フルタイムで雇用されている人々と同じ所帯内でほ
とんど雇用されていない人々とのあいだでワークシェアリングが潜在的に可能
である、としている。全体として、完全雇用、明々白々の労働配分、そしてラ
イフサイクルに応じた職歴パターンにもとづいた伝統的な労働形態は、ゆっく
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りとではあるが、着実に浸食されつつある」。労働市場のフレキシビリティの
ほかに、新しい IT関連の産業によって必要とされる熟練の高度化は労働の価
値を高め、一方においてエリート労働者のサラリーを増大させたが、他方にお
いて、多くの低賃金サービス労働者に対する需要が高まる。
　グローバリゼーションは、金融資本家の活動領域を広げ、伝統的な中産階
級の人々も株式投資に向かうような冒険的な人々と、貯蓄以外にはそうしたリ
スクを負わない人々に分かれる。全体として、中産階級社会は持てるものと
持たざるものの両極に分解して行くであろう。こうした状況を反映して、アメ
リカにおける貧困率は 1990年代後半に縮小したものの、所得の GINI係数は、
1980年代以降ゆっくりと拡大している。シリコンバレーにおいても、両極化
は観察できる。そこでは、1990年代において、労働市場の上半分の時間賃金
は上昇したが、下半分の賃金は停滞した。2000年までに、90％レベルの時間
賃金レートは、ほぼ実質で 35％上昇した（1990年に 35.62ドル、2000年に
47.98ドル）。ところが、10％レベルでは、時間賃金レートは、2000年に 7.90
ドルで1990年よりも３％低い。賃金不平等を示すGINI係数は1989年の0.309
から、1999年の 0.361まで上昇した。仕事はますます社会化する（労働の活
動は、ますます社会的相互交流を必要とする）傍らで、雇用契約はますます個
別化し、結果として、仕事の性質と雇用の性質のあいだで分裂が生じている。
このことは、多くの労働者が情報経済の中で直面している不安定をますます増
幅する可能性がある。
　ニューヨーク・タイムズ紙は、昨年「階級」についての集中取材活動を行い、
その一部が 2005年に『階級が問題だ』（Class Matters）という書物となって
刊行された。ビル・ケラーが序文で階級的な差異についてこう解説している。「健
康および寿命についての階級的な差異は、縮小しているのでなく、拡大してい
る。アメリカ人が生き方を選択するさいに、階級は、ますます減少するのでなく、
増大する形で強力な役割を果たすことになろう。過去３回のセンサス・データ
の分析によると、富裕層はふつうの人々からはますます隔離されていくように
生き方としてのニュー・エコノミー
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思われる」。渡辺靖によれば、アメリカでは最近上流階級の「ゲート付きコミュ
ニティ」（gated communities）が増大している。ケラーはさらに続ける。「ア
メリカ人は以前よりも階級のラインを越えて結婚することが少なくなっている。
家族構造と子育てにおける階級の差異は増大している」。一種の「健康ディバ
イド」も発生している。すなわち、アッパーミドル階級は中産階級よりも長寿
でより健康であり、中産階級は労働者階級よりもそうなのだ。一般的に言って、
「実力meritが、旧来の相続された特権――この場合、生まれつき有していた
両親がその子供に資産を手渡した――に代替した」。そして実力は、少なくと
もその一部が階級に基礎を置いている。「通常受け入れられている大きな 3つ
の区分、上流、中産、労働者階級は、職業とライフスタイルによって細かく区
分される数十のマイクロクラスに再区分された」。ブッシュによる減税は、「単
なる金持ち」を犠牲にして「超金持ち」を潤した。ある階級から別の階級への
移動は減少した。その結果、彼らの身分をうまく活用できた人々は、過去にお
けるよりも長くその地位にとどまることができよう。
　これらの傾向は、クリントン政権以来の近年の中道政治における、政治姿勢
の変化を反映している。クリントン政権は、1996年に自己責任・労働機会調
和法（PRWORA）の制定によって、「われわれが知っているあの福祉はやめ
よう」との公約を果たした。この法律は、被扶養児童世帯扶助（AFDC）を貧
困家庭に対する一時支援（TANF）に切り替えた。前者は、州による給付額の
違いは別としても生涯にわたって受給できたが、後者は最長で生涯５年間だけ
受けられる。今のところ、ブッシュ政権による「所有者社会」や社会保障にお
ける自己責任原則は多くの国民の支持を得てはいないが、福祉制度を自己責任
を強く反映するものに変えていこうとする政策転換は、多くの先進諸国におい
て標準となる可能性が高い。なぜなら、こうした転換がニュー・エコノミー下
で変わりつつある労働の態様にきわめて適合的だからである。
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